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第五章　小括：危険防御と予防原則
ドイツ法上の予防原則は環境法領域に限らず全法領域で適用される国家機関の
行動準則であるが、環境法領域では環境法生成過程で古典的危険防御によるリスク
管理を拡大する目的で学説、判例によって確立された。
危険防御と比較すると、予防原則は、国家が（想定被害者の）基本権を保護する
目的で（被干渉者＝想定加害者）の基本権に対して干渉する、所謂「干渉による保
護」の 3角関係において、損害発生後の対応ではなく、損害発生前にその発生抑
制・低減を図る点では共通するが、①リスク管理の面では、危険防御が 2段階のリ
スク管理方式（危険・残余リスク）であるに対して、予防原則では 3段階のリスク
管理方式（危険・リスク配慮・残余リスク）であること、②保護法益の面では伝統
的保護法益のほか環境自体を含むこと（この点は環境法領域に固有である）、③機
能面では、危険防御は古典的警察・秩序法上の一般的授権条項を根拠とする行政レ
ベルのリスク管理であるに対し（但し、法律の留保を要しないという意味ではな
く、1970年前後の環境法生成時期に、既に、19世紀に遡る警察・秩序法上の一般
的授権規定が存在したために、その射程範囲では個別法による特別の授権を要しな
かったという限定的な意味にとどまる）、予防原則は、行政レベルでも機能するも
のの、一義的には立法レベルで機能すること、④射程範囲の面では、危険防御は伝
統的保護法益に対する損害発生の危険またはその疑いが認められる段階を射程と
するに対して、予防原則はⓐ損害発生防止のほかその前段階（不利益、負荷等）、
ⓑ損害発生の充分な蓋然性の条件の前段階、およびⓒ時間的・空間的緊迫性の条件
の前段階のリスク管理を含むこと、⑤法律効果の面では、危険の存在を基礎とする
危険防御が国家に対して拘束的に作用し、基本権保護義務の射程に属するに対し
て、予防原則は国家にとって裁量的領域であること、の 5点で明確な違いがある。
（明治大学元専任教授）
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